
１　計画期間
2019（平成31）年度～2028（令和10）年度……2019(平成31)年3月策定

２　めざす都市像
ほんとうの豊かさを追求する みんなが暮らしやすい 創造と伝統のまち 鶴岡

３　まちづくりの基本方針
○創造と伝統の力で、地域の個性を磨き、資源を活かして、まちの魅力を高めます。

○市民・企業、行政が力を合わせて、人口減少社会に向き合い、みんなの命が輝くまちを築きます。

○資源の循環と人や文化の交流を促進し、持続的で多様性のあるまちを創ります。

４　施策の大綱
１　暮らしと防災　　　　　　　　　　

(1)　助け合い、支え合う地域コミュニティづくりの推進

(2)　地域の防災・防犯力の強化

(3)　消防・救急体制の充実・強化

(4)　過疎地域の活性化

(5)　移住・定住の促進

(6)　環境の保全・美化活動の推進

(7)　資源循環型社会の形成

(8)　持続可能なエネルギーミックスの実現

(9)　市民に寄り添った窓口サービスの推進

２　福祉と医療

(1)　子どもを産み育てやすい環境の充実

(2)　こころと体の健康づくりの推進

(3)　安心して暮らし続けられる地域福祉の推進

(4)　障害者が自立して暮らせる地域共生社会の実現

(5)　高齢者が健康で生き活きとした地域の実現

(6)　医療提供体制の充実

総　　務

■ 総　合　計　画

  環境を保全し、一人ひとりが尊重され、心が通い合い、お互いを見守り支え合う、安全で安心して暮
らせる地域コミュニティを構築します

　地域の福祉や医療の充実を図り、市民一人ひとりが生涯を通じて安心して健やかに暮らすことができ
る社会を形成します
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３　学びと交流

(1)　次代を担う人づくりの推進

(2)　地域における人づくりの推進

(3)　文化芸術の振興

(4)　文化資源の保存・継承・活用

(5)　市民スポーツの振興

(6)　学校給食の充実

(7)　都市交流の推進

(8)　国際化の推進

４　農・林・水産業

(1)　農業を支える人材の育成・確保

(2)　地域経済を支える農業生産の拡大

(3)　農産物の付加価値向上と販路拡大

(4)　効率的な木材生産と健全で豊かな森林づくり

(5)　水産物の安定供給と漁村の活性化

５　商工と観光

(1)　意欲を喚起し市民の暮らしを支えるはたらく場の確保・振興

(2)　明るく元気な地域の活力の源となるまちの賑わいの創出

(3)　本市の産業を支え発展に導くはたらく人の確保・育成

(4)　高度な研究教育による新産業創出と起業家育成

(5)　鶴岡ならではの観光の振興

６　社会の基盤

(1)　快適な都市環境の形成

(2)　交流・連携の推進と基盤の整備

(3)　安全・安心な生活基盤の整備

(4)　計画的な治水強化と市土の保全

７　地域の振興

(1)　鶴岡地域

(2)　藤島地域

(3)　羽黒地域

(5)　朝日地域

(6)　温海地域

　市民の暮らしを潤す力強い産業を振興し、人材を育てながら、国内外との交流を活発化させ、多くの
人を惹きつける地域をつくります

　自然と都市が調和したコンパクトシティの形成を進め、交通や情報ネットワークの充実により市域内
外の交流を促進しながら、誰もが安全で快適に暮らせるまちをつくります

　各地域固有の特性や地域資源を最大限に生かし、地域住民が誇りと愛着を持ち、安心して暮らし続け
ることができる地域づくりを行います

　歴史と伝統に育まれた優れた文化のもと、ふるさと鶴岡を愛する、いのち輝く人を育て、歴史や文化
でつながる交流を拡げます

　人が集い新しいことにチャレンジできる、魅力ある農山漁村を形成し、豊かな食文化を支える農林水
産業の生産拡大と所得向上を実現します
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１　庄内の現況
(1) 圏域別面積（令和3年1月1日現在）　 （単位：k㎡）

資料：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

(2) 人口推移

※（　）内数値は参考値 資料：国勢調査

(3) 産業別就業人口の推移　 （単位：人・％）

※　合計には、分類不能の産業を含む。 資料：国勢調査

2,405.28 1,803.23 2,619.39 2,495.24 9,323.15

区分 人 口 増 減 率

■ 広　域　行　政

庄 内 最 上 村 山 置 賜 山 形 県

（単位：人・％）

全 県 1,216,181 1,168,924 1,123,891 △ 3.9 △ 3.9

地域 平成17年 平成22年 平成27年 22/17 27/22

最 上 90,740 84,319 77,895 △ 7.1 △ 7.6

庄 内 309,493 294,143 279,497 △ 5.0 △ 5.0

置 賜 238,788 226,989 214,975 △ 4.9 △ 5.3

村 山 577,160 563,473 551,524 △ 2.4 △ 2.1

庄

内

（

市

町

村

別

）

鶴 岡 市 142,384 136,623 129,652 △ 4.0

(11,065) (10,216) △ 4.6

(旧)櫛引町

(4,798) (4,295) △10.8

酒 田 市 117,577 111,151 106,244 △ 5.5

△ 5.6

遊 佐 町 16,852 15,480 14,207 △ 8.1

△ 7.7

(旧)羽黒町 (9,323) (9,059) (8,529) △ 2.8 △ 5.9

△ 5.1

(旧)鶴岡市 (98,127) (95,209) (91,818) △ 3.0 △ 3.6

(旧)藤島町 (11,595)

(8,320) (7,794) (7,244) △ 6.3 △ 7.1

(旧)朝日村 (5,378)

△ 4.4

△10.5

(旧)温海町 (9,641) (8,698) (7,550) △ 9.8 △13.2

(旧)酒田市 (98,278) (93,187) (89,808) △ 5.2

(旧)松山町 (5,302) (4,901) (4,461) △ 7.6 △ 9.0

(旧)平田町 (6,930) (6,544) (6,072) △ 7.2

△ 3.6

(旧)八幡町 (7,067) (6,519) (5,903) △ 7.8 △ 9.4

庄 内 町 24,677 23,158 21,666 △ 6.2 △ 6.4

三 川 町 8,003 7,731 7,728 △ 3.4 0

△ 8.2

△11.3

(旧)余目町 (18,093) (17,182) (16,364) △ 5.0 △ 4.8

(旧)立川町 (6,584) (5,976) (5,302) △ 9.2

実 数 構 成 比

平成17年 平成22年 平成27年 平成17年 平成22年 平成27年

9.8

第 ２ 次 産 業 46,035 39,877 38,154 29.8 28.1 27.2

第 １ 次 産 業 17,347 14,423 13,717 11.2 10.2

60.5

合 計 154,583 141,938 140,070 100.0 100.0 100.0

第 ３ 次 産 業 90,998 85,422 84,682 58.9 60.2
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２　広域行政のあゆみ

庄内開発協議会発足

庄内広域行政協議会発足

庄内広域市町村圏計画策定

新庄内広域市町村圏計画策定

地域経済活性化対策推進地域（自治省）指定

庄内産業振興センター開設

庄内情報プラザ及び庄内バイオテクノロジー推進センター開設

新地域経済活性化対策推進地域（自治省）指定

第３次庄内広域行政圏計画策定

地方拠点都市地域指定、基本計画知事承認

庄内広域行政協議会を廃止し、庄内広域行政組合発足

ふるさと市町村圏に選定される。地域経済基盤強化対策地域に指定される。

新地域経済基盤強化対策地域に指定される。

食肉流通施設の設置及び管理運営に関する事務の共同処理を実施

第４次庄内広域行政圏計画策定

地域経済活性化対策推進地域（総務省）指定

財団法人庄内地域産業情報化推進プラザ解散（６月30日）

酒田地区広域行政組合（酒田市、庄内町、遊佐町）

※４月１日付けで、酒田地区消防組合と酒田地区クリーン組合が統合

３　一部事務組合

鶴岡市外七箇町村伝染病院組合

赤川上水道組合（藤島町・三川町）

赤川水道企業団　※赤川上水道組合が名称変更

東田川郡町村組合

（立川町・余目町・藤島町・羽黒町・櫛引町・三川町・朝日町）

鶴岡市ほか六箇町村衛生処理組合

公設庄内青果物地方卸売市場組合（庄内14市町村）

庄内広域行政組合（庄内14市町村）

※公設庄内青果物地方卸売市場組合と庄内広域行政協議会が統合

月山水道企業団　※赤川水道企業団が名称変更

鶴岡市外七箇町村伝染病院組合解散

東田川郡町村組合解散

鶴岡地区衛生処理組合（鶴岡市・三川町：市町村合併により構成変更）

※鶴岡市ほか六箇町村衛生処理組合が名称変更

鶴岡地区消防事務組合（鶴岡市・三川町：市町村合併により構成変更）

月山水道企業団（鶴岡市・三川町：市町村合併により構成変更）

庄内広域行政組合（庄内５市町：市町村合併により構成変更）

鶴岡地区衛生処理組合、鶴岡地区消防事務組合解散

月山水道企業団解散

昭和44年

46年

47年

57年

58年

62年

９年

11年

14年

15年

19年

20年

63年

平成元年

４年

５年

６年

47年

48年

平成６年

昭和27年

36年

43年

45年

19年

21年

８年

11年

17年
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４　定住自立圏

中心市宣言、三川町及び庄内町と形成協定の締結

庄内南部定住自立圏共生ビジョンの策定

庄内南部定住自立圏共生ビジョンの改訂

庄内南部定住自立圏共生ビジョンの改訂

庄内南部定住自立圏共生ビジョンの改訂

庄内町との形成協定の変更

三川町及び庄内町との形成協定の変更

庄内南部定住自立圏共生ビジョンの改訂

庄内南部定住自立圏共生ビジョン（第２次）の策定

庄内南部定住自立圏共生ビジョン（第２次）の改訂

庄内南部定住自立圏共生ビジョン（第２次）の改訂

庄内南部定住自立圏共生ビジョン（第２次）の改訂

　本市と三川町、庄内町が庄内南部定住自立圏を形成し、相互に役割分担し連携・協力することによ
り、圏域の生活圏を維持し、また、圏域全体の活性化を図ることで将来にわたり定住しやすい地域の形
成を図るもの。

平成24年10月

令和３年３月

30年２月

30年３月

31年３月

令和２年３月

25年３月

26年３月

27年３月

28年３月

29年３月
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１　市有財産の状況（各年度末日現在） （単位：㎡・立木㎥）

※公会計基準による固定資産台帳集計値による。 資料：鶴岡市公有財産表

１　各会計別予算及び決算　 （単位：千円）

12,121,335

1,669,9221,674,002

合 計 139,645,883 139,334,524 135,575,284 154,766,733 153,129,703

16,813,957 16,115,228

68,295 69,588 62,269 58,652 58,594

15,786 1,478

休 日 夜 間 診 療 所

墓 園 事 業 7,457 7,526 7,560

介 護 保 険 16,943,703 16,639,720 16,704,619

後 期 高 齢 者 医 療 1,554,620 1,649,374 1,661,069

国 民 健 康 保 険 12,690,438 12,478,409 12,429,336

29,966,557

15,637,349

水 道 事 業 5,081,807 5,019,568 4,928,128 3,832,893 4,537,120

10,389,818 11,914,522

特 別 会 計 31,264,513 30,844,617 30,864,853 32,337,019

病 院 事 業 17,268,567 16,293,620 15,641,921

13,774,622

16,568,697

下 水 道 事 業 12,943,996 13,092,719 12,968,606

■ 財　　　　政

当 初 予 算 令和２年度決算

令和元年度 令和２年度 令和３年度 歳　　入 歳　　出

91,074,155

企 業 会 計 35,294,370 34,405,907 34,465,431 29,864,632 32,088,991

一 般 会 計 73,087,000 92,565,082

■ 市　有　財　産

平成30年度 令和元年度 令和２年度

建 物 74,301.67 62,840.54 54,578.94

公 共 用 財 産
土 地 4,444,522.52 4,657,527.41 4,689,508.43

建 物

公 用 財 産
土 地 264,581.39 140,689.47 140,689.47

537,178.58 571,850.64 572,835.47

山 林
土 地 37,271,983.14 37,271,286.14 37,271,286.14

立 木 731,299.39 731,299.39 731,299.39

70,245,000

普 通 財 産
土 地 3,290,077.80 3,273,725.12 3,241,543.32

建 物 58,911.02 58,300.02

合 計

土 地 45,271,164.85 45,342,225.14 45,342,027.36

建 物 670,391.27 692,991.20 683,351.29

立 木 731,299.39 731,299.39 731,299.39

55,936.88

74,084,000
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２　一般会計予算の推移（当初予算）

(1) 歳　　　入 （単位：千円・％）

(2) 歳　　　出 （単位：千円・％）

0.1予 備 費 54,802 50,000 65,000 0.1 0.1

0.3

公 債 費 8,374,279 7,596,949 8,389,024 11.5 10.3 11.9

災 害 復 旧 費 147,293 228,398 193,350 0.2 0.3

3.5

教 育 費 5,929,286 6,059,750 6,792,725 8.1 8.2 9.7

消 防 費 2,358,203 2,333,942 2,448,853 3.2 3.1

7.0

土 木 費 6,417,190 5,592,904 5,183,382 8.8 7.5 7.4

商 工 費 3,423,775 3,378,995 4,932,335 4.7 4.6

0.1

農 林 水 産 業 費 4,051,712 3,956,449 3,785,643 5.5 5.3 5.4

労 働 費 69,515 73,563 102,373 0.1 0.1

29.1

衛 生 費 12,252,782 14,234,951 8,581,616 16.8 19.2 12.2

民 生 費 21,732,817 21,391,809 20,425,317 29.7 28.9

0.5

総 務 費 7,868,103 8,795,199 8,963,094 10.8 11.9 12.8

議 会 費 407,243 391,091 382,288 0.5 0.5

実 数 構 成 比

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

5.9

市 債 10,001,000 10,806,700 7,516,400 13.7 14.6 10.7

諸 収 入 2,798,034 2,553,086 4,179,052 3.8 3.4

2.1

繰 越 金 100,000 100,000 107,500 0.1 0.1 0.2

繰 入 金 2,890,084 2,376,126 1,503,726 4.0 3.2

0.4

寄 附 金 520,112 745,073 1,548,063 0.7 1.0 2.2

財 産 収 入 344,730 280,566 255,487 0.5 0.4

11.8

県 支 出 金 5,124,522 5,395,726 4,953,819 7.0 7.3 7.0

国 庫 支 出 金 9,871,348 10,146,779 8,294,615 13.5 13.7

1.7

使 用 料 及 び 手 数 料 969,523 956,118 991,180 1.3 1.3 1.4

分 担 金 及 び 負 担 金 818,641 570,938 1,166,053 1.1 0.8

30.1

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 22,853 21,870 21,192 0.0 0.0 0.0

地 方 交 付 税 21,166,138 20,580,909 21,123,931 28.9 27.8

0.8
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策
地 方 税 減 収 補 填 特 別 交 付 金 - - 441,882 - - - 

地 方 特 例 交 付 金 261,549 81,313 542,382 0.4 0.1

- 

環 境 性 能 割 交 付 金 45,457 58,273 42,784 0.1 0.1 0.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 76,200 - - 0.1 - 

4.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,953 7,050 6,930 0.0 0.0 0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 2,524,585 2,921,940 2,786,872 3.5 4.0

0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 - 82,932 105,372 - 0.1 0.2

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金 35,614 19,552 26,043 0.0 0.0

0.0

配 当 割 交 付 金 39,466 35,559 34,030 0.1 0.1 0.0

利 子 割 交 付 金 31,714 23,659 17,981 0.0 0.0

20.5

地 方 譲 与 金 575,409 619,688 607,720 0.8 0.8 0.9

市 税 14,873,068 15,700,143 14,413,868 20.4 21.2

実 数 構 成 比

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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３　一般会計性質別内訳 （単位：千円・％）

４　財政力指数等 （単位：千円・％）

※（　）は減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた比率

５　地方債残高（各年度末現在） （単位：千円）

36,269,793 

病 院 事 業 16,428,983 

下 水 道 事 業 40,758,819 39,253,613 37,785,009 

13,261,929 

3,839,533 

34,692,066 

企 業 会 計 63,078,228 59,973,930 57,217,788 54,749,825 

水 道 事 業 5,890,426 5,373,946 4,854,287 4,349,078 

15,346,371 14,578,492 14,130,954 

特 別 会 計 -  - - - 

一 般 会 計 72,308,628 74,694,669 74,591,856 78,481,492 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実 質 公 債 費 比 率 7.9 7.2 6.3 6.1

経 常 収 支 比 率 89.4(94.0) 89.1(93.8) 90.1(94.6) 92.5(96.1)

特 別 交 付 税 2,018,383 2,075,631 1,937,857 1,960,309

普 通 交 付 税 20,897,455 19,919,501 19,807,459 19,566,081

財 政 力 指 数 0.414 0.417 0.421 0.423

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

7.4

予 備 費 54,802 50,000 65,000 0.1 0.1 0.1

普 通 建 設 事 業 費 12,539,759 14,991,352

5,209,252 5,226,786 5,209,735 7.1 7.0

8,389,024 11.5 10.3

繰 出 金

災 害 復 旧 事 業 費 147,293

7,937,210 17.2

18,051,955 23.0 21.5

11.9公 債 費 8,372,969 7,596,949

11.8 11.7

20.2 11.3

積立金、貸付金、投資及び出資金

228,398 193,350 0.2 0.3 0.3

3,241,437 3,062,108 4,388,196 4.4 4.1 6.3

25.7そ の 他 16,878,460 15,935,843

投 資 的 経 費 12,687,052 15,219,750 8,130,560 17.4 20.5 11.6

9,178,098 8,194,986 8,909,932 12.6 11.1 12.7

13,557,116 13,201,180 13,081,377 18.5 17.8 18.6

維 持 補 修 費 1,317,400 1,108,373 1,067,292 1.8

62.7

人 件 費 10,830,724 11,784,996 11,698,043 14.8 15.9 16.7

物 件 費

消 費 的 経 費 43,521,488 42,928,407 44,062,485 59.5 58.0

1.5

扶 助 費

13.2

1.5

補 助 費 等 8,638,150 8,638,872 9,305,841

実 数 構 成 比

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

33,615,866

令和２年度

0.428

14,673,938

2,054,468

19,275,722

5.8

51,793,528 

81,654,222 

令和２年度

- 

基 準 財 政 収 入 額 13,133,925 13,371,614 13,738,928 13,737,523

基 準 財 政 需 要 額 31,916,734 31,842,052 32,030,327 32,771,839
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６　基　　　　金（各年度末現在）

(1) 積立基金 （単位：千円・㎡）

(2) 運用基金 （単位：千円・頭）

1,469 1,014 1,330

77,042 70,528

物 品 調 達
現金 5,010 4,531 4,986 4,670

物品 990

育 英 奨 学
現金 141,331 153,802 163,891 171,388

貸付 97,547 86,157

肉 用 牛 振 興
現金 63,134 89,820 114,992 120,617

肉牛 117 80 49 38

487.04 487.04

積立種別 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

32942,52

居 住 促 進
現金 0 0 0 0

土地 554.25 487.04

緑 地 等 整 備
現金 209,980 161,439 105,935 85,160

土地 33201,87 33212,29 33423,53

介 護 給 付 費 準 備 現金 350,555 351,466 552,027 752,841

国 民 健 康 保 険 事 業 運 営
(～H30.3.31国民健康保険保険給付)

現金 850,447 850,447 850,447 850,447

緊 急 経 済 対 策 金 融 支 援 現金 - - - 612,000

森 林 環 境 譲 与 税 現金 - - 27,292 79,282

加 茂 水 族 館 整 備 振 興 現金 1,130,387 1,141,946 1,380,907 1,342,882

産 業 人 材 育 成 現金 33,473 27,008 23,051 18,085

過 疎 地 域 活 性 化 現金 11,857 11,386 10,808 10,785

55,093

532,108

地 域 振 興 現金 4,000,000 3,300,000 3,300,000 3,040,000

17,411

都 市 計 画 区 域 事 業 推 進 現金 61,403 55,049 55,054

313,803 492,605 481,066

20,297 19,347 18,379

地 域 ま ち づ く り 未 来
( ～ H30.3.31 ま ち づ く り )

現金

現金

秋山太一郎科学技術教育振興

人 材 育 成 現金 52,554 52,564 52,564 52,589

月 山 ダ ム 周 辺 環 境 整 備 現金 15,360 10,404 8,247 6,249

櫛 引 小 中 学 校 整 備 現金 12,037 2,355 1,722 0

や ま ぶ し 温 泉 ゆ ぽ か 整 備 現金 3,259 3,267 3,272 3,277

ウ ィ ス テ リ ア 現金 13,439 13,201 13,284 13,395

農 業 発 展 奨 励 現金 16,126 15,390 14,730 14,188

ス ポ ー ツ 振 興 現金 7,296 7,296 7,296 7,296

文 化 振 興 現金 20,376 19,876 17,757 17,757

読 書 奨 励 現金 2,074 1,774 1,774 1,774

秋 山 考 案 奨 励 現金 15,316 15,079 14,608 14,325

中 央 工 業 団 地 内 財 産 整 備 現金 193,182 171,166 142,556 117,865

ふ る さ と 農 村 地 域 活 性 化 現金 10,000 10,000 10,000 10,000

池 野 社 会 福 祉 現金 4,876 4,782 4,699 4,662

社 会 福 祉 現金 182,307 182,781 182,987 165,238

公 共 施 設 整 備 現金 2,520,615 3,111,754 2,850,083 2,772,689

減 債 現金 4,516,854 4,539,489 4,065,491 4,084,527

財 政 調 整 現金 5,055,555 4,575,570 4,466,857 4,481,022

積立種別 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
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１　市税税目別構成 （単位：千円・％）

２　市税の収入状況（決算額） （単位：千円・％）

※徴収率＝（収入済額－過誤納金未処理額）／調定額

３　個人市民税の所得種類別課税状況（令和2年度） （単位：人・千円）

４　口 座 振 替 （単位：件・千円）

※市税等の値は、市県民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税及び保育料の合計。

令和2年度は介護保険料及び後期高齢者医療保険料も含む。

■ 市　　税

当 初 予 算 額 構 成 比

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

939,031 830,089 756,621 6.3 5.3 5.3

38.3

個 人 5,048,306 5,199,499 4,755,965 34.0 33.1 33.0

法 人

市 民 税 5,987,337 6,029,588 5,512,586 40.3 38.4

47.6

軽 自 動 車 税 419,935 436,279 450,010 2.8 2.8 3.1

固 定 資 産 税 6,772,190 7,550,713 6,866,466 45.5 48.1

5.3

特 別 土 地 保 有 税 0 0 0 0.0 0.0 0.0

市 た ば こ 税 777,661 748,753 756,798 5.2 4.8

0.6

都 市 計 画 税 794,511 816,364 740,886 5.4 5.2 5.1

入 湯 税 121,434 118,446 87,122 0.8 0.7

予 算 額 14,304,217 14,923,092 15,157,815 15,181,071 15,700,143

100.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

合 計 14,873,068 15,700,143 14,413,868 100.0 100.0

収 入 済 額 14,656,229 15,115,724 15,234,823 15,210,008 15,577,334

調 定 額 15,558,183 15,852,207 15,964,477 15,910,411 16,262,772

不 納 欠 損 額 189,329 82,950 67,531 69,013 83,795

過誤納金未処理額 0 0 0 0 0

徴 収 率 94.20 95.35 95.43 95.60 95.79

未 納 繰 越 額 712,625 653,533 662,123 631,390 601,643

納税義務者 総所得金額等 課税標準額 税 額

給 与 所 得 者 46,300 124,951,267 73,921,047 4,207,707

営 業 所 得 者 2,042 7,310,965 4,895,871 278,693

農 業 所 得 者 1,153 3,925,661 2,254,929 130,283

その他の所得者 6,894 10,782,232 5,269,690 295,367

分 離 課 税 299 1,364,480 2,402,456 97,488

合 計 56,688 148,334,605 88,743,993 5,009,538

均 等 割 63,793 223,276

件 数 300,604 293,477 286,642 274,905 286,874

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

納 付 額 7,335,368 7,252,582 6,909,610 6,774,497 7,002,614

218,708

国 民 健 康 保 険 税 78,440 74,954 71,712 69,943 68,166

市 税 等 222,164 218,523 214,930 204,962

5,395,598

国 民 健 康 保 険 税 1,986,890 1,892,878 1,633,241 1,586,359 1,607,016

市 税 等 5,348,478 5,359,704 5,276,369 5,188,138
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１　行政機構図（令和３年４月１日現在）

■ 行政機構・人事

総 務 課 秘書係．庶務係．広報広聴係

公 文 書 管 理 室

東 京 事 務 所

納 税 課 納税係．収納管理係

デ ジ タ ル 化戦 略 推 進 室

政 策 企 画 課

若 者 ・ 子 育 て 世 代 応 援 推 進 室

財 政 課

契 約 管 財 課 契約検査係．管財係

総 務 部 職 員 課

課 税 課

副 市 長
廃 棄 物 対 策 課

企 画 部 酒 井 家 庄 内 入 部 ４ ００ 年記 念事 業推進室

食 文 化 創 造 都 市 推 進 課

地 域 振 興 課

情 報 企 画 課

市 民 課 管理係．市民係．戸籍係

ﾘｻｲｸﾙ推進係．施設管理係

地 域 包 括 ケ ア 推 進 室

新型コロナウイルスワクチン接種対策室

健 康 課 保健総務係．母子保健係．成人保健係．高齢保健係

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ 推 進 課

市 民 部 防 災 安 全 課

環 境 課

子 ど も 家 庭 支 援 セ ン タ ー

国 保 年 金 課 国保医療係．国民年金係

農 政 課

福 祉 課 地域福祉係．障害福祉係．生活福祉係
健 康 福 祉 部

長 寿 介 護 課

子 育 て 推 進 課 西部保育園．南部保育園．かたばみ保育園

農 林 水 産 部 担 い 手 育 成 支 援 室

農 山 漁 村 振 興 課

商 工 課

産業 強 化イ ノ ベ ー シ ョ ン 推進 室
商 工 観 光 部

観 光 物 産 課

小 規 模 事 業 者 経 営 継 続 支 援 事 務 室

都 市 計 画 課

建 築 課 住宅管理係．建築指導係．建築係

総 務 企 画 課

藤 島 庁 舎 市 民 福 祉 課

管理係．都市計画係．公園緑地係

城下 のまちづくり推進 室

建 設 部 鼠 ヶ 関 ＩＣ周 辺 施 設 整 備 推進 室

土 木 課 業務係．工務係．道路維持係．用地係

産 業 建 設 課

総 務 企 画 課

櫛 引 庁 舎 市 民 福 祉 課

産 業 建 設 課

庁 舎 整 備 対 策 室

産 業 建 設 課

エ コ タ ウ ン 室

総 務 企 画 課

羽 黒 庁 舎 市 民 福 祉 課

温 海 庁 舎 市 民 福 祉 課

産 業 建 設 課

総 務 企 画 課
朝 日 庁 舎

市 民 福 祉 課

産 業 建 設 課

南 出 張 所

総 務 企 画 課

警 防 課 警防係．管理係

警 備 第 １ 課 庶務係．警防係．予防係．救急係

中 央 分 署 消防第１係．消防第２係．救急第１係．救急第２係

会 計 管 理 者 会 計 課

藤島分室．羽黒分室．櫛引分室．朝日分室．温海分室

総 務 課

消 防 本 部 予 防 課 予防係．保安係

消 防 署 朝 日 分 署 第１係．第２係

羽 黒 分 署 第１係．第２係

藤 島 分 署 第１係．第２係

北 分 署 第１係．第２係

西 分 署 消防第１係．消防第２係．救急第１係．救急第２係

温 海 分 署 消防第１係．消防第２係．救急第１係．救急第２係

通 信 指 令 課 第１係．第２係

櫛 引 分 署 第１係．第２係

三 川 分 署 第１係．第２係

警 備 第 ２ 課 庶務係．警防係．予防係．救急係

市民税第一係．市民税第二係．市民税第三係．諸税係．

資産税管理係．資産税評価係

市  長
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市 議 会 事 務 局 庶務係．議事係．調査係

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局

藤島分室．羽黒分室．櫛引分室．朝日分室．温海分室

監 査 委 員 事 務 局

管 理 課 庶務係．経理係．施設係
教 育
委 員 会

教 育 長 学 校 教 育 課 指導係．学事保健係．ＩＣＴ推進係

青少年 育 成 セ ン タ ー

農 業 委 員 会 事 務 局

鶴岡分室．羽黒分室．櫛引分室．朝日分室．温海分室

固定資産評価審査委員会

図 書 館

藤島分館．羽黒分館．櫛引分館．朝日分館．温海分館

郷土資料館

給 食 セ ン タ ー 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ （藤島ふれあい食ｾﾝﾀｰ）

社 会 教 育 課 社会教育係．芸術文化係．文化財係．（藤沢周平記念館）

ス ポ ー ツ 課

オリンピック・パラリンピック・ホストタウン推進室

中 央 公 民 館

総 務 課 総務係．経営企画係

契 約 検 査 室

市 長 上 下 水 道 部 水 道 課 管路維持係．施設係．給排水係．浄水係

櫛 引 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

あ さ ひ 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

あ つ み っ こ 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

市 立 学 校 小 学 校

中 学 校

荘 内 看 護 専 門 学 校

　　　　　　　救急ｾﾝﾀｰ．集中治療ｾﾝﾀｰ．地域保健室．10入院棟．ＮＩＣＵ．ＧＣＵ

事 務 部 総 務 課 庶務係．経営企画係．用度係．施設係

医 事 課 医事係．計算係．情報管理係

病 院
事 業
管 理 者

荘 内
病 院

栄養科．地域医療連携室．臨床工学室．薬局．物流管理ｾﾝﾀｰ

医 療 安 全 管 理 部 医療安全管理室

看 護 部 看護単位：内科ほか20科．内視鏡ｾﾝﾀｰ．手術ｾﾝﾀｰ．血液浄化療法ｾﾝﾀｰ．外来化学療法室

下 水 道 課 下水道係．工務係

浄 化 セ ン タ ー

雨 水 事 務 室

診 療 部 内科ほか23科．消化器病ｾﾝﾀｰ．ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ．放射線画像ｾﾝﾀｰ．病理科．中央検査科
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２　職　員　数
(1) 部門別職員数 （単位：人）

(2) 職種別職員数 （単位：人）

教 育 職 24 25 25 26

合 計 1,903 1,904 1,907 1,906

企 業 職 700 698 708 723

技 能 労 務 職 92 87 84 80

福 祉 職 53 52 48 47

消 防 職 204 203 204 204

医 療 技 術 職 5 5 5 5

看 護 ・ 保 健 職 37 36 36 35

一 般 行 政 職 704 717 719 709

税 務 職 84 81 78 77

合 計 1,903 1,904 1,907 1,906

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

計 1,889 1,892 1,889 1,891

定 数 外 14 12 18 15

監 査 委 員 5 5 5 5

農 業 委 員 会 9 9 9 9

議 会 8 8 8 8

選挙管理委員会 3 3 3 3

消 防 205 204 205 205

教 育 委 員 会 172 169 167 159

病 院 企 業 649 646 656 673

上 下 水 道 企 業 56 59 58 58

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

市 長 事 務 部 局 782 789 778 771
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１　特別職の報酬・給料 （単位：円）

その他地方公務員法第３条
第３項第２号及び第３号の
職にある者

時間額をもっ
て定める者

時間額2,000円以内で規則で定める額。ただし、規則で定める特
別な職にある者については予算の範囲内で規則で定める額

日額をもって
定める者

日額5,300円。ただし、介護認定審査会委員その他規則で定める特
別な職にある者については、20,000円以内で規則で定める額

月額をもって
定める者

月額500,000円以内で規則で定める額。ただし、規則で定める特
別な職にある者については、予算の範囲内で規則で定める額

年額をもって
定める者

年額700,000円以内で規則で定める額。ただし、規則で定める特
別な職にある者については、予算の範囲内で規則で定める額

開 票 管 理 者 １ 回 10,800 〃 10,600

選挙立会人、開票立会人 〃 8,900 〃 8,800

期 日 前 投 票 管 理 者 〃 11,300 〃 11,100

期 日 前 投 票 立 会 人 〃 9,600 〃 9,500

投 票 管 理 者 〃 12,800 〃 12,600

投 票 立 会 人 〃 10,900 〃 10,700

固定資産評価審査委員会委員 日 額 6,800 平成17.10. 1 －

選 挙 長 〃 10,800 令和元. 6.21 10,600

農地利用最適化推進委員 〃 40,000 〃 －

委 員 〃 43,000 〃 41,000

部 会 長 〃 51,900 〃 49,900

会長職務代理者 〃 52,900 〃 50,900

農業委員会 会 長 〃 96,000 平成29. 3.23 94,000

委 員 〃 33,600 〃 －

選挙管理委員会 委 員 長 〃 51,900 〃 －

議 会 選 出 〃 41,500 平成17.10. 1 －

監 査 委 員 有 識 者 選 出 〃 （非常勤）222,000 令和２. 4. 1 （常勤）559,000

－

教 育 長 〃 635,000 平成22. 4. 1 573,000

病 院 事 業 管 理 者 〃 635,000 平成22. 4. 1 －

教育委員会 委 員 〃 98,900 平成17.10. 1

平21.11. 9 ～ 平29.10.22

4

市 長 月 額 914,000 平成18. 4. 1 980,000

副 市 長 〃 718,000 〃 770,000

助 役 1 芳　　賀　　　　　肇 平17.11.11 ～ 平19. 3.31

■ 報 酬 ・ 給 与

摘 要 現 行 施行年月日 改 定 前

山　　口　　　　　朗 平29.11. 9 ～ 　　　　　

収 入 役 1 富　　樫　　　　　毅 平18. 1. 1 ～ 平19. 9.30

副 市 長

2
佐　　藤　　智　　志 平19. 4. 1 ～ 平21.10.22

佐　　藤　　正　　明 平19. 4. 1 ～ 平21.10.22

3 山　　本　　益　　生

■ 歴　代　三　役
職 名 歴代 氏 名 在 任 期 間

市 長

1 富　　塚　　陽　　一 平17.10.23 ～ 平21.10.22

2 榎　　本　　政　　規 平21.10.23 ～ 平29.10.22

3 皆　　川　　　　　治 平29.10.23 ～ 　　　　　
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２　一般職員の給与
(1) 平均給料月額（令和３年４月１日現在） （単位：人・百円・歳・年）

(2) ラスパイレス指数

(3) 初　任　給

165,300

初 級 高 校 卒 152,300

技 能 労 務 職 高 校 卒 144,700

学 歴 免 許 初 任 給

一 般 行 政 職 試 験 区 分

上 級 大 学 卒 185,100

中 級 短 大 卒

101.0 101.1 101.2 100.8 100.9

（単位：円）

合 計 1,906 3,318 42.3 21.0

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

技 能 労 務 職 80 3,326 52.3 33.3

教 育 職 26 3,804 46.8 24.4

消 防 職 204 3,053 38.3 18.7

企 業 職 723 3,304 40.3 18.5

看 護 ・ 保 健 職 35 3,337 42.6 20.3

福 祉 職 47 3,741 47.8 27.0

税 務 職 77 3,166 41.5 19.8

医 療 技 術 職 5 3,277 42.8 21.5

人 員 平 均 給 料 平 均 年 齢 平 均 経 験 年 数

一 般 行 政 職 709 3,377 43.9 22.5
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１　広 報 事 業
(1) 広報紙

①名称形式 広報つるおか　Ａ４判　24頁程度

②発行回数・部数 月１回48,000部

③配布先・配布方法　　 住民組織を通じて市内全戸に配布

(2) ホームページ

(3) フェイスブックページ

(4) ツイッター

(5) ユーチューブ

２　広 聴 事 業
(1) 市長と語る会 年間10回程度

(2) 市長との対話集会 随時

(3) 提言はがき 市内公共施設等約100か所に設置

令和３年度事業費 計57,106千円

■ 広報・広聴
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１　利用の経過
電子計算機の利用（民間会社へ委託）開始

電子計算組織の運営に係る個人情報の保護条例の施行

個人情報保護対策審議会の設置

新庁舎建設に伴い、委託先における電算処理形態を庁舎内処理形態に改正

本庁において、パソコンの利用を開始

総務部に電子計算室を設置

単独導入、自己処理の検討、漢字化システム及びオンラインシステムの開発に着手

電子計算機の単独導入、自己処理を開始

オンラインシステムの初めての稼働（住民情報システム）

ＯＣＲの利用を開始

ＣＶＣＦ（無停電電源装置）を設置

電子計算機本体を更新

(財)地方自治情報センターより電算優良団体表彰

電子計算機本体を更新

総務部情報統計課に名称を変更、財務会計オンラインシステム稼働

インターネットのホームページを開設

電子計算機本体を更新（ＬＡＮ敷設）

財務端末機を更新

グループウエア導入

住民記録系端末機を更新

ＣＶＣＦ更新

介護事務処理システム、介護認定支援システム導入

戸籍総合システム導入

電子計算機本体を更新

図書館蔵書のインターネット検索稼動

住基ネット稼動

申請書ダウンロードサービス開始

庁内ＬＡＮ更新（ＶＬＡＮ、基幹１Ｇｂｐｓ）

個人情報保護条例施行、住基ネット第2次稼動、ＬＧＷＡＮ稼働

公的個人認証サービス稼動

市民税申告支援システム導入

滞納整理支援システム導入

電子計算機本体を更新、合併のため旧計算機併行稼動

マシン室耐震補強、サーバラックアンカー敷設

合併用庁舎間ネットワーク稼動

新市各システム稼動

介護保険予防システム導入

学校統合ネットワーク一次稼動

電子申請・施設予約システム稼動（県・県内市町村共同運営）

企画部企画調整課（情報担当）に名称を変更

財務会計システム（予算編成機能）を更新

住基ネット機器更新

後期高齢者医療市町村システム導入

統合内部事務システム（文書管理・財務会計・電子決裁）導入

学校統合ネットワーク本稼動

企画部情報企画課に名称を変更

住民税システム更新

ＣＶＣＦ更新

61年４月

62年４月

10月26日

63年４月

11月

■ 電算機の利用

昭和44年４月

55年４月

８月

56年７月

59年６月

10年１月

６月

11年１月

12月

12年４月

９月

平成２年４月

10月

５年１月

４月

８年８月

９年１月

16年１月

12月

17年３月

５月

８月

13年１月

９月

14年８月

15年３月

８月

20年３月

４月

10月

18年３月

19年２月

３月

４月

19年10月

12月
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健康情報管理システム導入

軽自動車税・法人市民税・収納システム更新

公衆無線ＬＡＮ「ＦＲＥＥＳＰＯＴ」サービス開始

固定資産税・国保（税・資格）・国民年金システム更新

下水道受益者負担金業務・住宅管理業務・保育業務の各情報システム更新

介護事務処理システム・介護認定システム更新

統合内部事務システム（庶務事務）導入

図書館システム更新

地番図システム・家屋評価システム更新

住基ネット機器更新

統合内部事務システム（文書管理・財務会計・電子決裁）を仮想サーバに移行

インターネットシステム・ネットワーク機器更新

ＣＶＣＦ（無停電電源装置）を更新

情報資産管理システム導入

ＬＧＷＡＮ機器更新（第三次ＬＧＷＡＮ）

住民情報システム機器更新

学校グループウエア更新

電子申請・施設予約システム更新（県・県内市町村共同運営）

ホームページ更新

ＯＣＲシステム更新

健康情報管理システム更新

空き家情報システム導入

団体内統合宛名システム導入

市民税申告支援システム更新

住民票等証明書のコンビニ交付サービス開始

滞納管理システム更新

市営住宅管理システム更新

顔認証システム導入

学校統合ネットワーク機器更新

戸籍総合システム機器更新

介護事務処理システム・介護認定システム機器更新

後期高齢者医療市町村システム機器更新

人事給与・庶務事務システム機器更新

グループウエア機器更新

図書館システム機器更新

インターネットシステム・ネットワーク機器更新

情報資産管理システム機器更新

統合内部事務システム（文書管理・財務会計・電子決裁）機器更新

住基ネット機器更新

林地台帳システム導入

避難行動要支援者支援システム導入

地番図システム・家屋評価システム更新

鶴岡市住民情報システム機器更新

総合収納システム導入

ＯＣＲシステム更新

法定外公共物管理システム更新

各種証明書出先出力システム更新

ＧＩＧＡスクールネットワーク導入

25年１月

２月

３月

25年10月

平成22年３月

23年３月

24年３月

（住民記録・住民税・軽自動車税・法人市民税・収納・固定資産税・国民健康保険
（税・資格）・国民年金等の各システム）

２月

３月

26年１月

３月

27年１月

３月

30年２月

３月

28年３月

29年１月

２月

３月

令和元年９月

　　２年１月

10月

31年１月

（住民記録・住民税・軽自動車税・法人市民税・収納・固定資産税・国民健康保険
（税・資格）・国民年金等の各システム）

３月

３年３月
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２　電算処理適用業務（令和３年４月１日）

主 管 業 務 シ ス テ ム 主 管 業 務 シ ス テ ム

市 民 課

住 民 記 録

住 民 記 録

課 税 課

宛 名
住 登 外

印 鑑 登 録 送 付 先

住 民 記 録 副 本
国 保

国 保 税

住 基 ネ ッ ト 国 保 税 統 計

戸 籍

戸 籍 情 報

税 務

軽 自 動 車 税

附 票 情 報 固 定 資 産 税

防災安全課 危 機 管 理

県 震 度 情 報 税 証 明

Ｊ － Ａ Ｌ Ｅ Ｒ Ｔ 地 番 図

Ｅ ｍ － Ｎ ｅ ｔ 法 人 市 民 税

人 口 動 態 調 査 口 座 振 替

公的個人認証 公 的 個 人 認 証 住 民 税

証明書発行 コ ン ビ ニ 交 付 申 告 相 談 支 援

生 活 保 護 生 活 保 護 電 子 申 請 ・ 施 設 予 約

福祉タクシー 福 祉 タ ク シ ー 情 報 資 産 管 理

環 境 課 公 害 公 害 苦 情 処 理 家 屋 評 価

健 康 課
健 康 健 康 情 報 管 理 イメージファイリング

犬 犬 登 録 管 理

日 赤 日 赤 都市計画課 空き家管理 空 き 家 情 報 シ ス テ ム

長寿介護課
介 護

介 護 一 次 判 定
土 木 課

公共物管理

福 祉 課

高 齢 者 高 齢 者 福 祉 公 営 住 宅 公 営 住 宅 管 理

障 害 者 障 害 者 福 祉 団 体 内 統 合 宛 名

要 支 援 者 避難行動要支援者支援 顔 認 証

情報企画課 情 報

グ ル ー プ ウ ェ ア

子育て推進課

児 童 手 当 児 童 手 当

農 政 課

農 政

公 共 物 管 理

介 護 事 務 処 理 土 木 土 木 積 算

介 護 認 定 支 援

建 築 課

建 築 確 認 建 築 確 認 支 援

介 護 予 防 建 築 設 計

水 田 情 報 管 理

児童扶養手当 児 童 扶 養 手 当
農 業 情 報

農 業 地 図

給 食 保 育 園 給 食 耕 作 台 帳

建 築 設 計

保 育 保 育 業 務 農山漁村振興課 林地情報管理 林 地 台 帳

ファミリーサポート 会 員 情 報 管 理 学校教育課 学 校 学 校 グ ル ー プ ウ ェ ア

国保年金課

国 保

国 保 資 格 管 理 課 幼 稚 園 保 育 料 管 理

国 保 統 計
図 書 館 図 書 館

図 書 館 管 理

後 期 高 齢 後 期 高 齢

会 計 課 財 務

Ｏ Ｃ Ｒ

年 金 国 民 年 金 フ ァ ー ム バ ン キ ン グ

県 単 図 書 貸 出

国 保 高 額 学校給食センター 給 食 学 校 給 食 管 理

例 規 管 理

下 水 道 課

受益者負担金 下 水 道 受 益 者 負 担 金

例 規 検 索
下水道台帳

下 水 道 台 帳

総 務 課

広 報 広 報 Ｄ Ｔ Ｐ 財 務 出 納

ホームページ ホ ー ム ペ ー ジ 上下水道部総務課 上 下 水 道 上 下 水 道 使 用 料

例 規

文 書 文 書 管 理 工 事 台 帳

財 政 課 財 務
財 務 管 理

議会事務局 議 会

議 会 会 議 録 検 索

地 方 債 管 理 議 会 録 画 中 継

職 員 課
職 員

人 事 給 与 議 会 Ｌ Ｉ Ｖ Ｅ 中 継

臨 職 給 与

選挙管理委
員会事務局

選 挙

選 挙 管 理

庶 務 事 務

裁判員候補者名簿調製

農業委員会事務局 農 家 台 帳 農 地 基 本 台 帳

期 日 前 / 不 在 者 / 当 日

報 酬 報 酬 管 理 投 票 受 付 管 理

納 税 課 税 務
総 合 収 納 管 理 選 挙 開 票 録

滞 納 整 理 支 援 裁判員制度
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東京都江戸川区西葛西7－28－7

TEL 03‐5696‐6821　FAX 03‐5696‐6822　E-mail：tokyo@city.tsuruoka.lg.jp

地下鉄東京メトロ東西線 西葛西駅下車 南口から徒歩約10分

平成２年４月24日

敷地面積　　143.58㎡（江戸川区所有地　31年間賃借）

建築面積　　150.94㎡

１階　　74.98㎡　　展示・応接室、事務室等

２階　　75.96㎡　　会議室（定員20人）

①情報の受発信　②人材ネットワークの推進　③友好都市との交流

④物産・観光のＰＲ　⑤その他、地域と産業の振興に関すること

１　来 所 者 数 （単位：人・団体）

２　友好都市としての交流（江戸川区から鶴岡市へ） （単位：団体）

３　会議室利用状況 （単位：人・団体）

４　実 施 事 業（令和2年度）

(1) 東京事務所主催事業等

庄内米づくり事業（稲の苗配布 38校、オンライン授業 1校）

首都圏鶴岡会理事会・総会（書面報告）、事務所内物産販売、事務所開設30周年記念誌作成

(2) 首都圏イベントへの参加・協力

グリーンパレス物産展

５　情報収集活動
(1) 中央官庁等訪問、説明会・研究会出席

(2) 他課所管事業の実施支援

移住イベント、就農イベント、鶴岡PRイベント対応（担当課代理対応）

(3) 主な会議等の出席

都市東京事務所長会、全国過疎地域自立促進連盟総会、内外情勢調査会、鹿児島市市政報告会、

昭和女子大学創立100周年記念式典

６　広報関係
(1) 定期

江戸川区広報「えどがわ」、ＦＭえどがわ

(2) 記事掲載、取材協力

JCOMケーブルテレビ、荘内日報、アエルデ、葛西新聞、東都よみうり、葛西カタログ

○ 開 設

■ 東 京 事 務 所（鶴岡江戸屋敷）

○ 所 在 地

○ 交通手段

○ 施設内容

○ 業務内容

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

3,382 1,462

団 体 数 120 160 260 256 230 128

人 数 2,032 2,923 2,855 3,380

令和2年度

団 体 数 8 8 6 5 9 0

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和2年度

人 数 626 776 723 796 884 82

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

23団 体 数 64 62 80 85 91
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１　施設の内容
(1) 開設年月日 平成６年４月24日

(2) 施設の概要 敷地総面積 10,715.53㎡

建物延床面積 3,198.84㎡（鉄筋コンクリート一部２階建）

事業費総額 19億7,550万円

（昭和63年自治省リーディングプロジェクト指定事業）

(3) 管理運営 公益財団法人出羽庄内国際交流財団（基本財産鶴岡市出捐、理事長鶴岡市長）へ委託

(4) 施設利用状況 （単位：人）

２　主要事業実施状況（令和2年度）

(1) 国際交流促進事業

①交流イベント開催・支援事業

・ワールドバザール（実行委員会）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年6月開催）

・出羽庄内国際村音楽祭（実行委員会）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年夏～秋開催）

・新年を祝う会

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年1月～2月開催）

②交流事業の開催支援

・コロラド州青年訪問団受入れ事業

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため日本へ入国できず中止（例年6月実施）

■ 出羽庄内国際村

１階（2,533.14㎡）

国 際 村 ホ ー ル
講演会やシンポジウム、各種イベントのほか展示会やコンサート等に
利用。収容人数350人。床面積：431.79㎡

インフォメーションコーナー 国際交流や語学学習に関する情報提供

図 書 コ ー ナ ー 国際交流関係の書籍・雑誌等を配置

交 流 サ ロ ン 軽食喫茶コーナー（韓国料理）

そ の 他 事務室、応接会議室、ロビー、収蔵庫等

駐 車 場 160台収容。大型バスも駐車可

２階（665.70㎡）

研 修 会 外国語講座・日本語講座等に利用。収容人数30～40人

小 研 修 室 小グループでの学習会等に利用。収容人数20人

調 理 実 習 室 世界各国の民族料理の学習等に利用。調理台３台

和 習 室 各種日本文化の学習・会議等に利用。50畳

野　外

交 流 広 場 建物に囲まれた中庭。各種イベント等に利用

10,656

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

人 数 31,692 34,647 34,162 33,415

　地域住民が国際交流を身近に体験する機会として、関係団体、ボランティアとの連携を図りながら、世
界各国の文化・芸能・料理・音楽等を紹介する各種の催しを実施、開催を支援した。
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③国際姉妹都市・友好都市との交流の促進

(2) 国際理解促進事業

①語学講座の開講

・外国語講座 参加者　　　 81人

・フリートーク型講座 参加者　延べ923人

・子どものための中国語講座 参加者　　　　2人

②国際理解講座等の開催

・せかいの台所：料理講座（６回） 参加者　延べ79人

・ワールドコミュニケーションクラブ 参加者　延べ34人

・太極拳体験講座 　参加者　入門コース14人、スキルアップコース8人

・フレンドシップサロン 参加者　延べ25人

参加者　延べ73人

③コロラド訪問団派遣

・中高生・社会人コロラドスタディツアー

・英語教育を学ぶコロラドスタディツアー

　両ツアー、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年夏開催）

(3) 多文化共生促進事業

①日本語教室運営支援事業

・日本語教室（共催）

　毎週日・水・土曜日及び学習者のニーズに応じて開催した。

　日本語指導者ボランティア47人 学習者　73人（25か国・地域）

　山形県と姉妹州であるコロラド州に訪問団を派遣し、ホームステイ等を通して国際感覚の育成、英
語実践力の向上、国際理解を深めるもの。

　鶴岡ニューブランズウィック友好協会、鶴岡ラフォア友好協会、鶴岡田川地区日中友好協会の事務
局業務を担い、市民レベルでの交流促進を図った。

・鶴岡・ニューブランズウィック姉妹都市盟約60周年記念訪問団派遣事業が新型コロナウイルスの
　世界的感染拡大のために中止されたため、手作りマスクと千羽鶴をニューブランズウィック市へ
　寄贈するとともに、応援ソングや動画を制作しインターネットで配信するなど、コロナ禍での
　60周年記念交流活動を実施した。

・中学生・友好協会訪問団受入事業（ラフォア市）は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

　英語、中国語、韓国語、ドイツ語の講座、フリートーク型講座、短期講座としてベトナム語講座を
初めて実施したほか、子どものための中国語講座等を開催した。

　子どもから大人までがそれぞれの興味に応じて参加できるように、料理や体験講座などのカリキュ
ラムを作成し実施した。

　庄内在住のアイルランド、中国、オランダ、ベトナム、ネパール、韓国出身者を講師に開催した。

　中学生・高校生が英語を使ったゲームやプレゼンテーション、ハロウィンクッキーづくりに取り組
んだほか、指導者の母国であるカナダの文化を体験するなど、英語を実践的に学習した。（月１回開
催）

　外国人や海外活動経験者を講師に招き、様々な知識や理解を深め、自由に意見交換できる講座とし
て、「パキスタンの古代史」を開催した。

・世界を読み解くゼミⅡ

　農業開発コンサルタントとして世界各地で活動している講師による、国際協力活動から見えた世界
情勢についての講座を５回開催した。

　在住の外国出身者が地域で安心して暮らせるよう、日本語指導、日本文化体験、生活相談、情報の収集
　提供などの事業を行った。

　アイルランド、アメリカ、イギリス、インドネシア、ウガンダ、エジプト、オランダ、ガイアナ、
カナダ、ケニア、スペイン、スリランカ、ドイツ、パキスタン、ネパール、フィリピン、フランス、
ブルキナファソ、ベトナム、ベナン、ボリビア、モザンビーク、モンゴル、韓国、中国
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・日本語スピーチコンテストin庄内（共催）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年11月開催）

・日本料理講座：器の会

　参加者　5人

・ぶどう狩り＆芋煮会（共催）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止（例年9月開催）

・日本語指導ボランティアスキルアップ研修（オンライン）

②生活相談業務

・生活相談窓口の設置

　相談件数　102件

　相談内容　教育・子育て、医療・福祉、生活環境、労働、年金・税金、在留資格など

・通訳・翻訳の対応

　依頼件数　74件（通訳38件、翻訳36件）

　依頼内容　医療、生活全般、教育、観光など

・コミュニティ通訳者自主勉強会

・生活ガイドブック・情報マップの配布

③情報収集提供事業

・インターネットによる情報提供

　ホームページやフェイスブックで講座やイベントの周知、報告を行った。

・会報の発行及びイベント情報などの提供

　「国際村だより」を発行し、イベント情報などを提供した。

・インターネットコーナーの設置

　無料で使えるパソコン、インターネットコーナーを設置し、各種情報収集の利便に供した。

　対応言語　英語、中国語、韓国語、ベトナム語、タイ語、イタリア語、パシュトゥ語、
　　　　　　スペイン語、フランス語、オランダ語

　外国出身者も参加して、医療、教育、観光など通訳シミュレーションを行いながら専門用語や適切
な表現などについて学習した。（中国語、英語、韓国語の３グループで毎月１回実施）

＊新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部中止の回あり

　地域在住の外国出身者向けに生活に必要な基本情報を記載した「生活ガイドブック」「生活情報
マップ」を配布した（英語、中国語、韓国語。）また、国際村紹介パンフレット「ようこそ出羽庄内
国際村へ」にベトナム語版を追加・改訂し配布した。

　11月14日、ボランティアによる外国人向けの日本の家庭料理講習会を実施した。
　メニュー　内陸風芋煮、大学芋など。（例年2回のところ、1回開催）

　11月29日、12月6日 参加者　延べ43人

　生活相談業務担当者として国際交流専門員を配置し、必要に応じ行政や他の機関とも連携し、相談
に対応した。24時間対応可能の電話相談も実施した。（英語、中国語、韓国語）
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